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研究成果の概要（和文）：柱脚浮き上がりを許容することで転倒モーメントを制御する鉄骨造制

振構造システムは，一般に耐震性能を損なう要因となる鉛直荷重を逆に活用して地震応答低減

を図ろうとするものである。柱脚部に用いる浮き上がり降伏するベースプレートの塑性変形能

力の評価，本システムを多スパン骨組・筋違付骨組に適用する場合の地震応答特性の解明，柱

脚部浮き上がり時の地震時立体挙動の把握，エネルギー応答評価などを行い，本システムの耐

震設計の基本を構築した。 
 
研究成果の概要（英文）：One of the advantages of response-control structural systems of 
steel frames with uplift column-bases under overturning moment control is that the 
seismic response of the systems is reduced by making use of vertical loads generally 
deteriorating the seismic performance of ordinary structures. Evaluated and examined are 
the plastic deformation capacity of column bases with uplift-yielding base plates, the 
seismic response characteristics of the systems such as multi-span and braced frames, the 
three-dimensional seismic behavior of the systems, and seismic energy response of the 
systems. The fundamental seismic design method of the systems is established through 
summarizing the results of this study. 
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１．研究開始当初の背景 
 被害地震の強震動記録を基礎固定の建物
モデルに入力すると，建物の塑性変形あるい

は必要耐力が過大になり，実際に建物が受け
た被害を説明できないことがしばしば報告
されている。この一因として，強震動記録が
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必ずしもその建物の建設地点で記録されて
いないため，強震動記録の観測地点と地盤条
件等が異なることが考えられる。 
 その一方で，過去の地震被害調査等から，
地震時に建物がロッキング振動により浮き
上がりを生じることによって，その地震被害
が軽減される場合があることが指摘されて
いる。この知見に基づいて，地震時にロッキ
ング振動による建物の浮き上がりを意図的
に許容することにより，地震被害軽減を図ろ
うとする構造方法が提案されている。既往の
研究で明らかにされているように，建物に浮
き上がりを許容すると，浮き上がり時に建物
への地震入力エネルギーの一部がその位置
エネルギーと上下方向の運動エネルギーに
置換されるため，上部架構自体の水平方向変
形に伴う歪エネルギーが低減され，その結果，
建物の被害が軽減される。これを別な観点か
らみると，浮き上がりに伴って建物の転倒モ
ーメントが頭打ちになるとともに，建物全体
の剛体回転変位成分が増大し，上部架構自体
の変形成分は減少することになる。この点は，
縮小模型実験によっても確認されている。 
 他方，建物に浮き上がりを許容する場合に
は，建物全体の水平変位が増大し，入力地震
動が極めて大きい場合には転倒する恐れが
あるのではないかとの懸念が指摘されるこ
とがある。即ち，墓石や家具の転倒と同様に，
建物の浮き上がりは転倒に至る一過程では
ないかという考えである。しかしながら，建
物程度の大きさになると転倒に必要なポテ
ンシャルエネルギーが大きくなるので転倒
は起こり難くなることが既往の研究で明ら
かにされている。ちなみに，建物が倒壊しな
いで転倒に至るためには，その耐力がある程
度高い必要があると考えられる。 
 以上の背景の下，転倒モーメント制御によ
るロッキング制振構造システムに関する基
礎研究および耐震性能評価を行ってきた。そ
の結果，最下層柱脚部を浮き上がらせる本構
造システムは，実際規模の鉄骨造架構に適用
可能であり，地震応答ベースシアを低減させ
る効果によって耐震性能の向上を図ること
ができることを明らかにした。しかし，現状
では，本構造システムを実際の設計に適用す
るために不可欠となる耐震設計法が確立さ
れる段階には至っていない。 
 
２．研究の目的 
 本研究では，新たに提案された制振構造シ
ステムである「転倒モーメント制御による鉄
骨造制振構造システム」の耐震設計の基本を
構築する。そのために，今までの研究で明確
にされていない点に焦点を当てた研究を行
う。即ち，本構造システムで重要な役割を担
う浮き上がり降伏するベースプレートの終
局限界変形性能の評価，本構造システムを多

スパン架構・筋違付架構に適用する場合の地
震応答特性の評価，柱脚部浮き上がり立体架
構の地震時挙動の把握，架構のエネルギー応
答の評価などを行い，これらの結果を総合し
て本構造システムの耐震設計法を構築する。 
 
３．研究の方法 
 以下の各項目について研究を行う。(1)本
構造システムに用いる浮き上がり降伏する
ベースプレートの大型試験体静加力実験を
行い，これまでの実験結果と合わせてその履
歴特性をモデル化するとともに，その終局限
界変形性能を実験結果に基づいて評価する。
また，降伏型ベースプレートの設計法を提示
する。(2)本構造システムを多スパンラーメ
ン架構・筋違付架構に適用した場合の応答低
減効果を 2 次元骨組解析により評価する。そ
の際，柱脚部が浮き上がるスパンと浮き上が
らないスパンが混在する多スパン架構のス
パン相互の変形適合の程度を評価し，それら
の相互作用を把握する。また，これまでの研
究によると，浮き上がり架構は上下動の影響
を殆ど受けないという解析例が示されてい
るが，解析対象架構についても地震応答にお
ける上下動の影響を検討する。(3)柱脚部浮
き上がり時の立体架構の地震時挙動を 3次元
骨組解析により把握する。また，これまでの
研究によると，浮き上がり架構は上下動の影
響を殆ど受けないという解析例が示されて
いるが，立体架構についても地震応答におけ
る上下動の影響を検討する。(4)上記(2)と
(3)で対象とする架構のエネルギー応答を評
価し，本構造システムにおいて上部構造の歪
エネルギーがどの程度低減されるのかを明
らかにする。(5)上記(1)から(4)の結果を縮
小模型振動台実験によって検証し，最終的に
本構造システムの耐震設計法を構築する。な
お，これらの研究と並行して，(6)海外共同
研究者との協力による制御型ロッキング架
構の大規模振動台実験を行う。 
 
４．研究成果 
(1)降伏型ベースプレートの変形性能評価及
び設計法 
 本構造システムに用いる浮き上がり降伏
ベースプレート大型試験体の静加力実験を
行い，このベースプレートを組み込んだ柱脚
部の履歴特性を検討し，その力学特性の簡易
評価法を提案するとともに塑性変形能力を
評価した。その結果，以下の知見を得た。 
①降伏ベースプレートのウィング部を簡易
な剛棒モデルとして算定した試験体の力学
特性値は実験値と概ね対応する。これにより，
設計の基本となる力学特性値を評価するこ
とが可能になった。②降伏ベースプレートの
ウィング部にハンチを設けることでウィン
グ端部に損傷が集中せずに，ハンチ無しの場



 

 

合より大きな累積塑性変形能力を見込むこ
とができる。その際，吸収エネルギー量によ
り評価した累積塑性変形倍率は最大で 700程
度となり、座屈拘束ブレースと同程度の塑性
変形性能を有している。③降伏ベースプレー
トウィング端部のハンチ形状によって塑性
化の範囲と程度が変わり，塑性化の範囲が大
きいハンチ幅が小さい試験体の方が予想通
りの大きな塑性変形能力を発揮する。④降伏
ベースプレートの累積塑性変形倍率は，最大
耐力時で評価すると鋼材SS400に比べSN400B
の方が大きいが，最大耐力後の耐力低下領域
ではその大小関係は逆転する。⑤降伏ベース
プレートウィング端部のハンチの有無やハ
ンチ形状の変化でウィング面の歪集中の箇
所に相違が生じるが，何れの試験体において
も，歪の最大値はウィング外端部裏面の幅方
向両端部で生じる。また、ウィング部長さ方
向中央部での歪はほぼ弾性状態に留まる。 
 
(2)多スパン骨組・筋違付骨組の地震応答特
性評価（エネルギー応答評価を含む） 
 2 次元骨組解析に先立ち，降伏ベースプレ
ートを有する建築物を対象とした簡易な解
析モデルを用いて，本構造システムの基本的
な地震応答性状を検討するとともに，等価粘
性減衰定数を評価し，以下の知見を得た。 
①基礎固定モデルよりも浮き上がりモデル
のベースシア係数が低減するのは，極短周期
側と長周期側を除いた固有周期の或る範囲
であり，低減の程度と周期範囲は，構造物の
アスペクト比や浮き上がり耐力比，そして入
力地震動レベルによって影響を受ける。②水
平動入力のみの場合，浮き上がりモデルでは，
水平方向のみの総入力エネルギーから位置
エネルギーを減じたものが，構造物に加わる
総入力エネルギーに一致する。即ち，ロッキ
ング振動に伴って浮き上がりを生じている
間，構造物に加わる総入力エネルギーは位置
エネルギーの変動分だけ低減されることが，
本解析でも検証された。ただし，地震動終了
時の総入力エネルギーは，地動加速度により
質点に作用する慣性力と質点の相対変位の
水平方向成分のみから算出した場合でも，水
平・上下方向全ての成分を考慮した場合でも
同じである。③浮き上がりモデルでは，水平
変位，水平速度，層せん断力などの水平方向
の最大応答値は，地震動の上下動成分の影響
を殆ど受けない。一方，上下方向の最大浮き
上がり変位は，上下動成分の影響を受け，水
平動と上下動が同時に入力した場合，その最
大値は，水平動のみが入力した場合に比べて
平均値で約 10%増加する。④浮き上がりモデ
ルのエネルギーの釣り合いに基づく等価減
衰定数は，静的履歴に基づくものに比べると，
アスペクト比と浮き上がり耐力比の影響を
受け難く，比較的安定している。簡易な解析

でロッキング構造システムの地震応答を推
定する際には，エネルギーの釣り合いに基づ
く値と静的履歴に基づく値を適切に評価し
て等価減衰定数を設定することが望ましい。
⑤浮き上がりモデルの静的解析から得られ
る履歴では旗型の履歴を描くのに対して，地
震応答解析により得られる履歴では静的解
析による履歴に高次振動成分が加わった形
状を呈する。また，浮き上がり耐力比が大き
いほど，アスペクト比が小さいほど，層数が
少ないほど，転倒モーメント比の最大値が増
加する傾向を示す。 
 次に，既往の仮動的地震応答実験で用いら
れた偏心筋違付鉄骨造実大６層建物を対象
として 2次元骨組解析による地震応答解析を
行い，実験された基礎固定建物と筋違付スパ
ン最下層柱脚部のみの浮き上がりを許容し
た建物の解析モデルにおける応答を比較す
ることにより，部分的に柱脚部浮き上がりを
許容した偏心筋違付鉄骨架構の弾塑性地震
応答性状を考察し，以下の知見を得た。 
①1952Taft NS と 1995JMA Kobe NS の最大地
動速度と最大頂部変位の関係において，地動
速度によらず，浮き上がり(BPY)モデルの方
が浮き上がり柱脚の回転剛性が下がるため
に基礎固定(FIX)モデルよりも頂部変位は大
きくなる。②Taft と Kobe の最大地動速度と
最大ベースシア係数の関係において，ベース
シア係数は，地動速度によらず BPY モデルの
方が FIX モデルよりも小さくなる。また，BPY 
モデルでは，地動速度 90(cm/s)前後でベース
シア係数の増加が頭打ちとなる傾向を示す。
このことは，実大試験体の終局限界状態を 2 
階シアリンクが限界変形角に達する時(ベー
スシア係数で 0.920)とすると，FIX モデルよ
りも BPY モデルの方が，2 階シアリンクの限
界変形角に達する時の地動速度が大きいこ
とを示している。③Taft と Kobe の 90(cm/s)
入力時の最大層間変形角の高さ方向分布に
おいて，BPY モデルでは，FIX モデルに比べ
て層間変形角が高さ方向に一様になる傾向
を示す。これは浮き上がり部分から上の筋違
構面が剛体的にロッキング変形をするため
だと考えられる。しかし，剛体回転成分を含
む筋違構面の変位が大きくなる影響を受け
て層間変形角がかなり大きくなってしまう
ことに注意する必要がある。④Taft と Kobe
の 90(cm/s)入力時の建物最下部の転倒モー
メントと頂部変位の関係において，FIX モデ
ルでは安定した紡錘形の履歴挙動を示すの
に対して，BPY モデルでは転倒モーメントが
大きく変動する履歴挙動を示す。これは，BPY
モデルでは浮き上がり振動中に基礎固定時
とは異なる高次モード振動を生じるためと
考えられる。⑤Taft と Kobe の 90(cm/s)入力
時のエネルギー応答時刻歴において，FIX モ
デルでは，シアリンクが履歴吸収エネルギー



 

 

の大部分を占め，柱と梁の履歴吸収エネルギ
ーは全体の 1 割程度である。一方，BPY モデ
ルでは，シアリンクの履歴吸収エネルギーは
減少し，柱と梁の履歴吸収エネルギーは増加
するが，ベースプレートの履歴吸収エネルギ
ーが全体の 2～3 割を占め，浮き上がり降伏
するベースプレートにある程度の履歴エネ
ルギー吸収が期待できることを示している。
⑥Taft と Kobe の 90(cm/s)入力時の部材の累
積塑性回転角を見ると，FIX モデルは BPY モ
デルに比べてシアリンクに塑性変形が集中
する。一方，BPY モデルでは，シアリンクへ
の塑性化の集中が減る替わりに，全層にわた
って塑性化が拡がる。特に，筋違付スパンに
接続する梁では，柱脚部の浮き上がりに伴い
部材角が生じて塑性化の程度が大きくなる
ため，部分的に柱脚部浮き上がりを許容する
構造では注意する必要がある。⑦ベースプレ
ート降伏耐力と柱脚部最大浮き上がり変位
の関係において，BPY50%（数値は常時荷重時
柱軸方向力に対するベースプレート浮き上
がり降伏耐力の比の百分率）以下になると，
ベースプレート降伏耐力が低下するにつれ
て浮き上がり変位が増大していく傾向を示
す。⑧ベースプレート降伏耐力と最大頂部水
平変位の関係において，BPY50%以上では最大
頂部水平変位は FIX モデルにほぼ等しく，
BPY50%以下では、ベースプレート降伏耐力の
低下とともに増大していく傾向を示す。⑨ベ
ースプレート降伏耐力と最大ベースシア係
数の関係において，BPY50%以下になると，ベ
ースプレート降伏耐力が低下するにつれて
最大ベースシア係数が小さくなる傾向がや
や強くなり，地震動の入力レベルによるベー
スシア係数の差も小さくなる傾向がある。⑩
各部材の累積塑性回転角において，ベースプ
レート降伏耐力が小さくなるほどシアリン
ク及び BPY以外の部材の塑性化が著しくなる。
また，BPY モデルでは，FIX モデルに比べて
部材の累積塑性変形角が高さ方向に一様に
分散される傾向を示す。これは浮き上がり部
分である筋違スパンが剛体的にロッキング
変形するためと考えられる。⑪ベースプレー
ト降伏耐力が小さくなるほど総入力エネル
ギーは減少するものの，ベースプレート自体
が負担する履歴吸収エネルギーも減少し，他
の部材が負担する履歴吸収エネルギーが増
加してしまうので，適切なベースプレート降
伏耐力の設定が必要である。⑫ベースプレー
ト降伏耐力がある程度以上の場合には，動的
解析による層せん断力が静的解析による層
せん断力を下回る傾向を示すが，ベースプレ
ート降伏耐力が小さい場合には逆の傾向に
なる。部分的に柱脚部浮き上がりを許容した
BPY モデルでも，ベースプレート降伏耐力が
小さい場合には，基礎固定時と異なる高次モ
ード振動が生じる可能性が示唆される。 

 
(3)柱脚部浮き上がり時の立体架構の地震時
挙動の把握 
 浮き上がりに伴って降伏するベースプレ
ートを最下層柱脚部に組み込んだ 10 層鉄骨
架構を対象とし，柱脚固定(FIX)モデルと最
下層柱脚部に降伏ベースプレートを組み込
んだ降伏ベースプレート(BPY)モデルの 2 種
類の立体架構モデルについて，水平 1方向(1
成分地震動)，水平2方向同時(2成分地震動)，
水平・上下 3 方向同時(3 成分地震動)の地震
動を入力した場合の 3次元有限要素法による
弾塑性地震応答解析を行い，その応答性状を
検討した。その結果，以下の知見を得た。 
①柱脚部に浮き上がり降伏ベースプレート
を組み込むことで，2 成分地震動，3 成分地
震動を入力した場合においても，平面架構と
同様に，立体架構のベースシアと基部転倒モ
ーメントが頭打ちとなる傾向を示す。また，
BPY モデルの地震応答解析結果は，水平 1 方
向載荷時の静的荷重増分解析結果と良く一
致する。②平面架構と同様に，立体架構の最
大層せん断力は全層にわたって BPYモデルの
方が FIX モデルよりも小さくなる。③柱脚部
浮き上がりによって架構の剛体回転成分が
生じることで上部構造自体の変形が抑制さ
れるため，3層以上の最大層間変形角は，BPY
モデルの方が FIXモデルよりも概ね小さくな
る。しかし，BPY モデルでは，柱脚部の回転
に対する固定度が小さくなるため，最下層の
層間変形角は FIX モデルよりも増大する。柱
脚部浮き上がり構造の設計に際しては，この
点に配慮する必要がある。④1成分地震動，2
成分地震動，3 成分地震動入力時の全ての場
合において，BPY モデルの最大応答値は，FIX
モデルに比べると，平均で，頂部水平変位は
10%程度増加し，ベースシア係数は 25-30%程
度，頂部水平加速度は 10 数%減少する。⑤BPY
モデルにおいて，頂部水平変位，頂部水平加
速度，ベースシアなどの水平方向の最大応答
値には，地震動の上下動成分は殆ど影響しな
い。一方，柱脚部の最大浮き上がり変位は，
地震動の上下動成分の影響を受けて平均で
15%程度増加する。また，2成分地震動，3成
分地震動入力時における屋上階の最大捩れ
回転角を見ると，FIX モデルに比べて BPY モ
デルの方がかなり大きな捩れ応答を生じて
おり，柱脚部浮き上がり構造の設計の際には
この点に留意する必要がある。⑥FIX モデル
では，短辺，長辺方向ともに 2～8 階の梁端
が降伏するのに対して，BPY モデルでは，梁
端の降伏範囲が減少するものの，上記③に関
係して，2階梁端に塑性変形が集中する。 
 
(4)転倒モーメント制御制振システムの縮小
模型振動台実験による検証 
 3 層鉄骨造縮小模型架構を用いて，浮き上



 

 

がり降伏するベースプレート(BPY)を 1 層柱
脚部に組み込んだ試験体と 1層柱脚部を固定
した試験体の 2種類の偏心無モデル，及びそ
れらに偏心を持たせた 2種類の偏心有モデル，
計 4種類の試験体について 3次元振動台実験
を実施し，水平 1 方向(1 成分地震動)，水平
2 方向同時(2 成分地震動)，水平・上下 3 方
向同時(3 成分地震動)の地震動を入力した場
合の弾塑性応答性状に関する比較検討を行
い，それらの地震時立体挙動について考察し
た。その結果，以下の知見を得た。 
①浮き上がりモデル(BPY 及び BPYAS モデル)
に対する地震動入力方向次数の影響を検討
した結果，柱脚部の最大浮き上がり変位は 3
方向入力で最も大きく，次いで 2 方向，1 方
向の順になる。また，頂部水平変位やベース
シア係数などの水平方向の最大応答は，入力
方向次数による影響を殆ど受けない。②浮き
上がりモデルと柱脚固定モデル(FIX 及び
FIXAS モデル)の最大応答値を比較した結果，
浮き上がりモデルのベースシア係数は，入力
の増大に伴って頭打ちとなる傾向を示し，偏
心の有無に拘わらず柱脚固定モデルよりも
小さくなり，浮き上がりモデル短辺方向では，
柱脚固定モデルよりも 15～20%程度減少する。
また，屋上床捩れ角は，浮き上がりモデルの
方が柱脚固定モデルより 3～4倍大きくなる。
③浮き上がりモデルである BPY 及び BPYAS モ
デルの最大屋上床捩れ角，最大浮き上がり変
位及び最大剛体回転角を比較すると，入力レ
ベルが増加しても両者の差は拡がらず，ほぼ
一定かむしろ減少する。④柱脚固定モデルの
最大屋上床捩れ角は，入力レベルの大きさに
よらず偏心無より偏心有の方が 40%程度大き
くなる。一方，浮き上がりモデルでは，偏心
無でも柱脚固定の場合より大きな屋上床捩
れ角を生じることになるが，入力レベルが増
加しても偏心の有無による差は拡がらずに
ほぼ一定となる。⑤偏心無である BPY モデル
の最大層間変形角は，浮き上がりによる剛体
回転成分を除くと，各層で FIX モデルと同程
度かそれ以下になる。また，剛体回転による
変位が上部架構全体の変位に占める割合は
入力レベルが大きくなるに従って増加する。
⑥部材の最大応答値を比較すると，BPY モデ
ルの 1層の最大柱軸方向力は FIX モデル以下
であり，特に BPY モデルの引張柱軸方向力は
BPY が浮き上がり降伏するために頭打ちが顕
著となる。⑦柱脚部の浮き上がり力と浮き上
がり変位の関係は、多方向地震動入力を受け
る場合であっても、既往の 1方向載荷による
静加力実験結果と同様な履歴を描く。 
 
(5)転倒モーメント制御による制振構造シス
テムの耐震設計法の構築 
 上記(1)から(4)の成果を総合して本構造
システムの耐震設計の基本を構築した。 

 
(6)海外共同研究者との協力による制御型ロ
ッキング架構の大型振動台実験 
 エネルギー吸収部材(ヒューズ)及び張力
材(PT ワイヤ)付きロッキング架構(制御型ロ
ッキング架構)に対する大規模振動台実験を
実施し，提案した制御型ロッキング架構の地
震動入力下における応答性状を検証し，実験
結果を数値解析と比較しながら分析・評価し
た。その結果，制御型ロッキング架構はほぼ
想定通りの動的挙動を示すこと，即ち，PT ワ
イヤにヒューズの降伏耐力以上の初期張力
を導入することで，架構に復元力を与え，大
地震動後にも残留変形を生じさせない架構
が実現できることが確認された。また，以上
の応答性状は簡単な平面骨組解析モデルで
概ね再現できることを示した。これにより，
転倒モーメント制御による制振構造システ
ムが有効に機能することが実証され，国内外
での今後の応用と展開が期待される。 
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